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研究成果の概要（和文）：宗教施設と自治体の災害時協力の実態を調査し、防災への取り組みをもとにした宗教
施設と地域コミュニティのソーシャル・キャピタルの創出に関するアクションリサーチを展開して、宗教施設を
取り込んだ地域防災のプラットフォームを構築した。具体的には、全国の自治体と宗教施設の災害時協力の実態
を量的・質的に調査し、スマートフォンで使用可能な「災害救援マップ」アプリを開発した。「災害救援マッ
プ」をツールに、大阪や東京などの地域で宗教施設と自治体、市民団体が連携した防災の取り組み関するアクシ
ョンリサーチを展開し、成果に基づき宗教施設を取り込んだ地域防災のプログラム及びプラットフォームを構築
した。

研究成果の概要（英文）：We investigated how religious facilities and municipalities cooperate during
 disasters, engaged in action research regarding the creation of religious facility and local 
community social capital based on disaster prevention efforts, and constructed a local disaster 
prevention platform that incorporates religious facilities. In concrete terms, we quantitatively and
 qualitatively surveyed how municipalities and religious facilities across Japan cooperate with 
regard to disaster prevention and developed a disaster relief map application that can be used on 
smartphones. Using this application as a tool, we engaged in action research on disaster prevention 
efforts in Osaka, Tokyo, and elsewhere in which religious facilities, municipalities, and citizens’
 groups cooperate, and constructed a local disaster prevention program and platform based on the 
results of our research that incorporates religious facilities.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
宗教施設と自治体の災害時協力の実態調査及び防災への取り組みを基にした宗教施設と地域コミュニティのつな
がりの創出に関するアクションリサーチは、これまでは研究・実践の両面で手つかずの状態であった。その点
で、本研究は、この分野で先駆的なものとなった。こうした防災の取り組みは、新たなコミュニティの構築であ
り、大災害時のみならず、日常の新たな「縁づくり」ともいえる。本研究は、宗教施設を地域資源とし、防災対
応を基礎にソーシャル・キャピタル（社会関係資本）を見える化し、新たな縁を実践的に模索する試みでもあ
り、宗教社会学の新しい研究領域を開拓するとともに、実質的に防災において社会に貢献するものとなった。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 [東日本大震災での宗教]東日本大震災という未曾有の大災害に、多くの人が救援に駆けつけ
たが、宗教者の救援活動も迅速であった。現地へ先遣隊を送り、宗教界全体が安否確認・救援
活動へと動いた。被災地では、100 以上の宗教施設が緊急避難所となり、数十人から、多いと
ころは 1,000人の被災者が数ヶ月以上にわたり避難生活をし、地域資源としての宗教施設の重
要性が明らかになった（稲場,2011）。筆者は、研究分担者（黒崎・板井）ら宗教学者とともに、
インターネット上に「宗教者災害救援ネットワーク」（https://www.facebook.com/FBNERJ）、
および「宗教者災害救援マップ」(https://sites.google.com/site/fbnerjmap/)を立ち上げ、情報
収集と後方支援のプラットフォーム作りをした。さらに、宗教者災害支援連絡会の世話人とし
て、宗教者の災害支援活動の情報交換会を継続的に開催している。この宗教者災害支援連絡会
に関わっている研究者により、被災地での宗教者の活動の聞き取り調査も実施された。 
 上記の調査から、被災地で宗教は地域資源として一定の力を発揮したことが明らかになった。
すなわち、宗教施設には、「資源力」（広い空間と畳などの被災者を受け入れる場と、備蓄米・
食糧・水といった物）があり、檀家、氏子、信者の「人的力」、そして、祈りの場として人々の
心に安寧を与える「宗教力」があった。一方で、宗教間の協力、宗教施設と自治体、ボランテ
ィア組織との連携という点では課題を残している。 
 [宗教施設と自治体の災害協定]東日本大震災後、宗教施設と災害協定を締結する自治体が増
えている。筆者は、全国の自治体と宗教施設の災害協定の大まかな現状を把握するために、2013
年 2月に全国調査を実施した（1921の市町村のうち 811が回答、回収率 42.2%）。その結果、
東日本大震災後に災害協定の数は倍増していることが分かった。具体的な災害時協力の実態調
査の必要性を感得した。 
 [災害救援マップ]各地域の防災の取り組みとしての防災マップは存在するが、全国の指定避
難所および宗教施設を集約したマップは存在しなかった。2013年 3月、筆者が責任者となり、
全国約 8 万件の避難所および約 20 万件の宗教施設のデータを集積した「未来共生災害救援マ
ップ」(http://www.respect-relief.net/)を構築した。 
 前述のようにアクションリサーチの土台は整っているが、全国の自治体と宗教施設の具体的
な災害時協力の実態は、ごく一部の地域を除いて調査されておらず不明である。また、「未来共
生災害救援マップ」も避難所や宗教施設の位置情報は集約したが、実際の連携に使用できるレ
ベルには至っていない。そこで、本申請により長期的な研究資金を得て、研究調査体制を充実
させて、今後予想される南海トラフなどの巨大地震、大災害にむけた社会安全システムとして、
宗教施設を取り込んだ地域防災の仕組みを全国レベルで構築したいと、本研究を立案した。 
 
２．研究の目的 
 東日本大震災では、学校等の指定避難所に加えて、寺社、教会等が緊急避難所となった。本
研究は、宗教施設と自治体の災害時協力の実態を調査し、防災への取り組みをもとにした宗教
施設と地域コミュニティのつながり（ソーシャル・キャピタル）の創出に関するアクションリ
サーチを実施し、宗教施設を取り込んだ地域防災の構築を目的とする。 
 
３．研究の方法 
 (1)全国の自治体と宗教施設の災害時協力や災害協定の実態調査：関係機関・団体・宗教施設
に書面及び訪問での聞き取り調査を実施し、具体的にどのような災害時協力・災害協定か、現
状と課題を抽出する。 
 (2)タブレット端末やスマートフォンで使用可能な「災害救援マップ」システム開発：宗教施
設や避難所のデータを集約した未来共生災害救援マップに、上記の調査による宗教施設と自治
体の災害時協力などの情報を盛り込んだ、手軽に使用できるタブレット端末・スマホ対応の「災
害救援マップ」をシステム開発し、ネットワーク上で共有する。 
 (3)「災害救援マップ」をツールに、モデル地域で宗教施設と自治体、学校、ＮＰＯ等による
つながりの創出に関するアクションリサーチを実施：大阪、東京、および、宗教施設と自治体
の災害協定の先進地域である神奈川をモデル地域として、宗教が関連した地域のソーシャル・
キャピタル（社会関係資本）の醸成を検討し、アクションリサーチを実施し、課題を抽出する。 
 (4)宗教施設を取り込んだ地域防災の仕組みを全国レベルで構築：全国の自治体と宗教施設の
災害時協力や災害協定の実態調査、及び、開発する「災害救援マップ」をもとにしたアクショ
ンリサーチの成果に基づき、宗教者・団体と自治体、地域のパートナーシップのもと、宗教施
設を取り込んだ地域防災の仕組みを提案し、全国レベルでの社会安全システムを構築する。 
 
４．研究成果 
 宗教施設と自治体の災害時協力の実態を調査し、防災への取り組みをもとにした宗教施設と
地域コミュニティのソーシャル・キャピタルの創出に関するアクションリサーチを展開して、
宗教施設を取り込んだ地域防災のプラットフォームを構築した。具体的には、自治体と宗教施
設の災害時協力や災害協定に関して、政令指定市の区を含む全国 1,916 自治体（市区町村）の
全数調査を 2014 年 7月に実施し（科研基盤(A)「宗教施設を地域資源として地域防災のアクシ
ョンリサーチ（2014 年～2018 年度：代表：稲場））、1,184（回答率 62％）の有効回答を得た。
本調査で協定締結と協力関係を合わせると災害時における自治体と宗教施設の連携は自治体数



で 303、宗教施設数で 2,401 にものぼり、2,103 の宗教施設が自治体から避難所指定されている
ことがわかった。また、東日本大震災後に自治体と宗教施設の災害協定の締結が増加している
ことも明らかになった（稲場圭信「自治体と宗教施設との災害協定に関する調査報告」『宗教と
社会貢献』第 5巻第 1号 2015 年 4月,71-86 頁）。また、群馬県高崎市、宮崎県日向市・日南市、
北海道苫小牧市、東京都渋谷区、熊本県熊本市、熊本県天草市などの市町村における宗教施設
との災害時協力の聞き取り調査を実施し、具体的にどのような宗教施設と自治体の災害時協
力・災害協定か、現状と課題を抽出した。 
 スマートフォンで使用可能な「災害救援マップ」アプリを開発した。スマホ対応の「災害救
援マップ」システムは、30万件にのぼる指定避難所および宗教施設の位置や属性情報をユーザ
側へ転送する際に、地図に表示されている範囲とその周辺に限定することで大幅に通信量を軽
減させるシステムとなった。また、アプリの写真投稿の際に、スマホ内の既に撮影した写真画
像の投稿に加えて、カメラが立ちあがり、撮影して投稿できる機能の追加。災害救援マップの
施設被災状況（アプリ投稿）の一覧を閲覧可能な権限を施設管理者等に設定する機能を追加。
登録権限に対しての、権限やエリアに応じた備蓄品データ等のエクスポート機能を実装した。 
 上記と並行して、平成 27 年度国勢調査のデータ（人口等）との組み合わせによる分析につい
て有効性と課題を把握した。また、地域の様々な社会的アクターとの関係が構築されている大
阪府和泉大津市、久宝寺緑地公園（八尾市・東大阪市）、三重県伊勢市等において、「未来共生
災害救援マップ」をツールに、宗教施設と自治体、学校、ＮＰＯ等による地域防災のワークシ
ョップ、防災まち歩きを実施した。モデル地域で実施したワークショップの結果による課題か
ら「災害救援マップ」アプリを改良するとともに、宗教施設を地域資源とした地域防災の課題
を抽出した。成果に基づき宗教施設を取り込んだ地域防災のプログラム及びプラットフォ
ームを構築した。 
 東京都においては、2018 年 2月に「東京都及び東京都宗教連盟の防災対策連絡会」が設置さ
れた。巨大地震における帰宅困難者への対策など防災の取り組みを進めている。2018 年 7 月、
東京都宗教連盟が主体となり、大阪大学（稲場研究室）とＪＴＢ総合研究所が共同で東京都下
の宗教施設を対象として「東京都宗教施設における平常時・災害時の受入体制調査」を実施し
た。回答した 1331 宗教施設のうち、耐震建築物がある施設が三分の一あること、井戸水を有す
る施設が２割あることがわかった。そして、区市町村の防災対策への協力意向については、半
数（651 宗教施設）が積極的な協力意向を示している。一方で、行政組織と防災に関する連携
協定等を締結している施設は 4.3％（57施設）にとどまっていることがわかった。 
 災害時に備え、宗教施設と行政が連携する動きが拡がっている。しかし、すべての宗教施設・
宗教者が災害支援や防災で協力的なわけではない。諸事情で協力ができない場合もある。平常
時の社会参加についても同様である。どのような条件・環境で宗教施設や宗教者は行政やパブ
リックセクターと災害時協力が可能となるのか、平常時の見守りなどで協働するのかが学術的
な問いとして残る。また、今後の具体的課題としては、被災者・帰宅困難者の受け入れ可能な
宗教施設と行政が災害時協定を進めて行くことに加えて、個々の宗教施設が井戸水や地下水な
どの整備による生活用水や飲料水の確保、非常食の備蓄、停電時の発電設備などの備えを進め
るとともに、災害を想定した計画・マニュアルの作成があげられる。 
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